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令和７年３月定例会提出 予算・一般議案一覧 
  Ｒ７．２．２０ 

№ 議案番号 議 案 の 題 名 概      要 所管課 

1 議案第２号～

第７号 

令和７年度 熊谷市一般会計予算ほか 令和７年度 一般会計予算、特別会計予算、公営企業会計予算 財政課 

経営課 

2 議案第８号 令和６年度 熊谷市一般会計補正予算（第

７号） 
別紙参照 財政課 

3 議案第９号 令和６年度 熊谷市国民健康保険特別会

計補正予算（第２号） 
別紙参照 財政課 

4 議案第１０号 令和６年度 熊谷市水道事業会計補正予

算（第２号） 
別紙参照 経営課 

5 議案第１号 専決処分の承認を求めることについて 
（令和６年度 熊谷市一般会計補正予算

（第６号）） 

歳入歳出予算の補正 

（低所得者等追加支援給付金給付事業 ７４６，４８７千円） 

財政課 

 

6 議案第１１号 熊谷市職員の分限に関する条例の一部を

改正する条例 
①「刑法」の一部改正に伴い、職員の失職の特例に関する規定の整備を行

うもの 

②令和７年６月１日から施行  

職員課 

7 議案第１２号 熊谷市職員の勤務時間、休日及び休暇に関

する条例の一部を改正する条例 
①時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲及び子の看護休暇の取得事由 

の拡大を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

職員課 

8 議案第１３号 熊谷市特別職の職員で常勤のものの給与

及び旅費等に関する条例の一部を改正す

る条例 

①「刑法」の一部改正に伴い、市長、副市長及び教育長の期末手当の支給

制限に関する規定の整備を行うもの 

②令和７年６月１日から施行 

職員課 

9 議案第１４号 熊谷市一般職職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例 

①週休日等に勤務した管理監督職員に対し新たに管理職員特別勤務手当

〇を支給するとともに、国家公務員の給与制度の改正に伴う給料表の構造 

及び扶養手当の見直し等を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 ほか 

職員課 
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10 議案第１５号 熊谷市職員退職手当条例の一部を改正す

る条例 

①「雇用保険法」等の一部改正に伴い、特定退職者に対する暫定措置の適

用期限を延長するとともに、退職手当の支払の差止め等に関する規定の

整備を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 ほか 

職員課 

11 議案第１６号 熊谷都市計画事業土地区画整理事業特別

会計条例の一部を改正する条例 

①熊谷都市計画事業土地区画整理事業特別会計に熊谷都市計画事業ソシ

オ流通センター駅周辺土地区画整理事業を加えるもの 

②令和７年４月１日から施行 

都市計画課 

12 議案第１７号 熊谷市手数料徴収条例の一部を改正する

条例 

①「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」等の一部改正に

伴い、住宅の建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る手数料の額等

を定めるもの 

②令和７年４月１日から施行 

建築審査課 

13 

 

議案第１８号 熊谷都市計画事業土地区画整理事業施行

規程に関する条例の一部を改正する条例 

 

①熊谷都市計画事業ソシオ流通センター駅周辺土地区画整理事業の事務

所の所在地を変更するもの 

②令和７年４月１日から施行 

東部地域開発

推進室 

14 議案第１９号 熊谷市営駐車場条例の一部を改正する条

例 

①熊谷市営本町駐車場に関し、駐車料金を無料とする日を設けることがで

きるようにするとともに、駐車料金の限度額の改定等を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

商業観光課 

15 議案第２０号 熊谷市水道事業及び下水道事業の設置等

に関する条例の一部を改正する条例 

①熊谷市公共下水道事業の経営の規模を変更するもの 

②令和７年４月１日又は下水道法第４条第６項において準用する同条第

２項の規定による協議が調った日のいずれか遅い日から施行 

下水道課 

16 議案第２１号 熊谷市企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例の一部を改正する条例 

①週休日等に勤務した管理監督職員に対し新たに管理職員特別勤務手当

を支給するとともに、扶養手当の見直し等を行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

経営課 

17 議案第２２号 熊谷市消防団員の定員、任免、給与、服

務等に関する条例の一部を改正する条例 

①「刑法」の一部改正に伴い、非常勤消防団員に係る欠格条項に関する規

定の整備を行うもの 

②令和７年６月１日から施行 

消防総務課 
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18 議案第２３号 熊谷市消防団員に係る退職報償金の支給

に関する条例の一部を改正する条例 

①「消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令」等の一部

改正に伴い、３５年以上勤務して退職した非常勤消防団員に係る退職報

償金の額を定めるとともに、同報償金の支給制限に関する規定の整備を

行うもの 

②令和７年４月１日から施行 ほか 

消防総務課 

19 議案第２４号 熊谷市土砂等のたい積の規制に関する条

例の一部を改正する条例 

①「刑法」の一部改正に伴い、罰則に関する規定の整備を行うもの 

②令和７年６月１日から施行 

環境推進課 

20 議案第２５号 熊谷市特別用途地区内における建築物の

制限等に関する条例の一部を改正する条

例 

①特別用途地区内の建築制限の見直しを行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

都市計画課 

21 議案第２６号 熊谷市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

①「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正に伴い、

利用乳幼児に対する食事の提供を搬入により行う場合の栄養に関する

指導体制等の見直しを行うもの 

②令和７年４月１日から施行 

保育課 

22 議案第２７号 熊谷市会計年度任用職員の報酬及び費用

弁償等に関する条例の一部を改正する条

例 

①会計年度任用職員の勤勉手当を人事評価の結果等に応じて支給するこ

ととするもの 

②令和８年４月１日から施行 

職員課 

23 議案第２８号 熊谷市犯罪被害者等支援条例の一部を改

正する条例 

①犯罪被害者等への支援を図るため、見舞金を支給するもの 

②令和７年４月１日から施行 

安心安全課 

24 議案第２９号 熊谷市個人情報の保護に関する法律施行

条例の一部を改正する条例 

①「刑法」の一部改正に伴い、罰則に関する規定の整備を行うもの 

②令和７年６月１日から施行 

庶務課 

25 議案第３０号 熊谷市荒川南縁水防団条例を廃止する条

例 

①熊谷市荒川南縁水防団を廃止するもの 

②令和７年４月１日から施行 

大里行政セン

ター 

26 議案第３１号 工事請負契約の締結について 

（熊谷市立勤労会館等解体工事） 

①概要 熊谷市立勤労会館等解体工事の請負契約 

②契約金額 ２３９，８００，０００円 

市民活動推進課

（契約課） 

27 議案第３２号 市道路線の認定について 秩父鉄道の踏切の閉鎖等に伴う道路の認定（８路線） 管理課 
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28 議案第３３号 市道路線の廃止について 秩父鉄道の踏切の閉鎖等に伴う市道路線の廃止（６路線） 管理課 

 



１　予算規模 （単位：千円）

補　正　額

(第７号) 4,930,104

(第２号） 86,956

0

86,956

5,017,060

0

5,017,060

※企業会計（水道事業）は、歳入の増額補正。

２　補正予算の主なもの

　一 般 会 計 （単位：千円）

補 正 額 担 当 課

2 総務費 23,390 企画課

6 農林水産業費 7,288 農業政策課

950,220 商業観光課

54,500 企業活動支援課

1,433,000

618,000

97,800

担当者　総合政策部財政課　　松島

・また、市へ寄せられた寄附金について、それぞれの寄附目的に応じて、基金への積立ての予算措置を行う。

・上記記載の事業は、予算の全部を令和７年度に繰り越して執行する。

10 教育費

小学校校舎大規模改造事業
　児童・生徒の教育環境の向上を図る
ことを目的に、熊谷東小、佐谷田小、
荒川中の長寿命化対策を実施する。

教育総務課

中学校校舎大規模改造事業

学校給食費負担軽減支援事業
　食材の高騰による給食費改定分を公
費負担し、保護者負担額を据え置くこ
とで、子育て世帯の支援を行う。

7 商工費

クマＰＡＹ普及促進事業

　熊谷市誕生２０周年を記念し、地域
電子マネー「クマＰＡＹ」の還元キャ
ンペーンを実施し、市民への支援を行
うとともに、地域経済の活性化を図
る。

トラック運送事業者応援事業
　原油価格等の高騰対策として、物
流・輸送サービスを担うトラック運送
事業者に対し、支援を行う。

畜産経営支援事業
　飼料価格の高騰により、経営に大き
な影響を受けている畜産事業者に対
し、支援を行う。

企　業　会　計　　　計 16,401,000 16,401,000

合　　　　　計 121,537,831 126,554,891

款 事　　　　項 備　　　　　　考

地域公共交通支援事業

　物価高騰対策として、市民生活を支
えている市内循環バス事業者、路線バ
ス事業者及びタクシー事業者に対し、
支援を行う。

一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 計 105,136,831 110,153,891

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 18,791,093 18,878,049

そ の 他 4,794,804 4,794,804

計 23,585,897 23,672,853

一　般　会　計　補　正　予　算　 81,550,934 86,481,038

令和６年度３月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額 合　　計

令和7年2月20日発表

担当課：財政課



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

地域公共交通支援事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡　048-524-1115（直通）　内線　529

【目的】
　燃料価格、物価、人件費の高騰や、社会問題化している運転士不足への対応など
のため、市民生活を支えている地域公共交通事業者（市内循環バス（ゆうゆうバ
ス）事業者、路線バス事業者、タクシー事業者）を支援します。
【内容】
（市内循環バス事業者）
　市内循環バス事業者に対し、今年度決算の運行経費見込の１割の経営支援を行い
ます。
（路線バス事業者）
　① 補助対象　市内に２つ以上のバス停がある路線を運行するバス事業者におけ
　　る、当該路線に使用するバス車両。
  ② 補助金額　30,000円／１台
（タクシー事業者）
　① 補助対象　熊谷地区構内営業タクシー協議会に加入するタクシー事業者にお
　　ける熊谷市内に使用の本拠を置くタクシー。
  ② 補助金額　20,000円／１台
【効果】
　地域公共交通である路線バス及びタクシーと、路線バスを補完し、地域公共交通
を維持するために重要な役割を果たしている市内循環バスの運行継続に寄与しま
す。

特徴やPRポイント

・この事業は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

総合政策部企画課　担当　小森、樋口

＜速報＞
令和６年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

事業の名称等

畜産経営支援事業

【目的】
　飼料価格の高騰により、経営に大きな影響を受けている畜産事業者の経営を支援
します。
【内容】
  市内に農場を有する畜産事業者に対して、対象となる家畜の頭羽数に応じて補助
金を交付します。
　〇成鶏：24円/羽
　〇育成鶏：20円/羽
　〇母豚：1,200円/頭
　〇成牛（乳用牛）：5,400円/頭
　〇繁殖牛：2,600円/頭
　〇成牛（肉用牛）・肥育牛：2,700円/頭
【事業費】
　7,288千円
【効果】
　市内に農場を有する畜産事業者に対して、生産コストの一部が助成されることに
より、経営の負担が軽減され、地域の畜産業の継続が期待されます。

特徴やPRポイント

・この事業は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。
・新型コロナウイルスの流行や世界的な情勢変化によって、飼料価格が高騰後、高
止まりし、厳しい環境にある畜産事業者の経営を支援し、市内畜産業の振興を図り
ます。
・申請による負担を軽減するため、市から交付対象者に書類を送付し、交付対象者
は押印し、同封の封筒で返送することにより申請が完了します。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

産業振興部農業政策課　担当　田口

℡048-588-9987　　　　　　　　内線

＜速報＞
令和７年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

クマＰＡＹ普及促進事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡048-524-1111　内線309

【目的】
　市内の取扱加盟店で使える地域電子マネー「クマＰＡＹ」の普及促進や消費喚起
を図るキャンペーンを実施します。

【内容】
　令和７年度は熊谷市誕生20周年を記念し、還元総額1億5,000万円のキャンペーン
を実施します。詳しいキャンペーンの内容は、令和７年夏頃に公表予定です。

【効果】
・市外に流出している消費を囲い込み、地域経済の活性化を図ります。
・大手キャッシュレス決済事業者と比較し加盟店への手数料等がかからない
　仕組みになっているため、市内事業者のキャッシュレス化も期待できます。
・「クマＰＡＹ」のみキャッシュレス決済を導入している加盟店も増加していま
す。

特徴やPRポイント

・この事業は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。

【特徴】
　地域電子マネーという性質を活かし、市の様々な事業に活用できるシステムを構
築し、スピード感をもった運用を実現します。
【ＰＲポイント】
　取扱加盟店は市内に８８９店舗あり、随時募集中で毎年増加しています。
　熊谷市内でお得にご利用できるキャッシュレス決済です。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

産業振興部商業観光課　担当　金井

＜速報＞
令和６年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　有　・　無　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

トラック運送事業者応援事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡048-524-1111　　　　　　　内線　594

【目的】
　トラック運送事業者は、国民の生活と経済のライフラインとしての機能を果たし
ていますが、原油価格の高騰により、経営が圧迫されている状況です。物流が止ま
る事態を防ぐため、トラック運送事業を営む事業者に対し、交付金を支給すること
で事業継続を支援します。

【対象】
　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３条に規定する一般貨物自動
車運送事業の許可を取得し、熊谷市内で営業所を置く事業所で、当該事業を継続す
る意思のある者。

　所有する一般貨物車両１台につき５万円を支給します。ただし、１事業所当たり
１０台（５０万円）を上限とします。

対象事業所（見込み）　１２８事業所

特徴やPRポイント

・この事業は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。
・原油価格の高騰は、令和３年以降継続しており、令和４年のロシアのウクライナ
侵攻に起因する世界的なエネルギー不足、令和５年には世界的に新型コロナウイル
ス感染者が減少し、経済活動が再開されたことに伴う原油需要が高まりや円安の影
響もあり、原油価格は高止まりの状況となっています。また燃料油価格激変緩和補
助金が縮小されたこともあり、今後も燃料の高騰は続くものと見込まれます。ト
ラック運送事業者は、国民の生活と経済のライフラインとしての機能を果たしてい
ます。生活に不可欠な輸送サービスの維持確保のために支援を実施します。

資料の有無（　有　　・　無　）

産業振興部企業活動支援課　　担当：新井、岡本

＜速報＞
令和６年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　　有　　・　　無　　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

小学校・中学校校舎大規模改造事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡　048-524-1111　　　内線　371

【目的】
　児童・生徒の教育環境の向上を図ることを目的として、校舎の長寿命化対策を行
います。

【内容】
　校舎の老朽化対策として、経過年数、劣化度等を勘案し、屋上防水、外壁改修、
内部改修等の工事を毎年度計画的に実施しています。
　令和７年度に工事を予定していた熊谷東小学校、佐谷田小学校及び荒川中学校の
一部の校舎について、国から「令和６年度学校施設環境改善交付金」の追加交付決
定を受けたことから、令和６年度３月補正予算に前倒しして計上し、令和７年度に
繰り越して実施します。
　なお、老朽化対策に加え、校舎の長寿命化に必要な躯体の改修等も実施します。

【影響・効果】
　学校施設の長寿命化対策により、児童・生徒が安全で快適な学校生活を送ること
ができます。

特徴やPRポイント

　校舎の改修により、学校施設の安全性・快適性が高まり、教育環境も向上しま
す。

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

教育委員会　教育総務課　担当　笠原、角張

＜速報＞
令和６年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表



1 事業概要

2

3 その他

※ ※市HPの掲載（　有　・　無　）

担当者

連絡先

熊谷市

事業の名称等

学校給食費負担軽減支援事業

記者クラブ取材情報（予算関連）

℡　048-524-1122　　　　内線547

【目的】
　食材費の高騰が続く中、子供たちに適正な栄養を提供するのに必要な食材費を確
保するため、令和５年度及び令和６年度に２年連続で給食費を改定しました。しか
し、子育て世帯の経済的負担が増すことからこれを軽減するため実施します。

【内容】
　令和６年度に１５％程度の値上げ改定を行いましたが、その値上げ分を公費で負
担し、保護者負担額を据え置くものです。
　

【効果】
　子育て世帯の経済的負担を軽減しながらも、適正な食材費を確保することで子供
たちに理想的な学校給食を提供します。

特徴やPRポイント

・この事業は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用します。
・適正な食材費を確保することで、地場産食材をより多く使用し地元の生産者等の
支援にも繋がります。

資料の有無（　有　　・　無　）

教育委員会教育総務課　　担当：高橋

＜速報＞
令和６年度３月補正予算（案）概要

令和７年２月２０日発表


